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実習免除の対象となる相談援助の業務の範囲は、法律にて種々の要件が定められています※1。 

また実習免除の対象者は、別表１(P5～)に記載の要件を満たしていることが必要となります。 

これらの要件を満たしているかについては、下記のように厳密に取り扱われますので十分に留意してください。 
 

例１：「介護支援専門員」としての実務経験は、資格を有するだけでなく「配置基準により配置されている」ことが 

必要です。 

 例２：「生活指導員」としての実務経験は、「生活指導員」としての辞令により、専任で業務に従事していることが 

必要です。 

例３：「生活支援員（生活指導員）・指導員」のうち、「介護等の業務を行う生活支援員（生活指導員）・ 

指導員」として介護福祉士国家試験を受験した方は、その実務経験をもって本学の実習科目の履修免

除のために使用することはできません。 

 例４：「病院・診療所」での実務経験は、「相談員（医療ソーシャルワーカー等）」として辞令が出ており、別表１

[施設・職種コード 1521]のアからエまでのすべての相談援助を行っている専任の職員に限ります。 

 例５：「専任」の職員とは、(1)当該施設の常勤者で専らその職務に従事している方、または(2)当該施設設置

者と雇用関係を有し、相談援助の業務を行っている時間が当該施設の常勤者のおおむね 4 分の 3 以

上である方とします。  
 

※１ 法律で定められた相談援助の業務の範囲は、『厚生省社会局長・厚生省児童家庭局長通知「指定施設における業務の

範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について（昭和 63 年 2 月 12 日：社

庶第 29 号）』に基づいています。 

 1-2 実習免除となるための相談援助の業務範囲 
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